空き店舗等活用促進事業

（様式２－１）

	空き店舗等活用促進事業補助金（変更・中止・取下げ）承認申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　釧路市長　　あて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人の場合）
代 表 者 住 所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者生年月日　　　　　　　年　　　月　　　日

　　令和　年　　月　　日付釧商指令第　　　号をもって交付決定を受けた空き店舗等活用促進事業補助金について申請内容の（変更・中止・取下げ）をいたしたく、補助金交付要綱第12条第２項の規定により申請いたします。

　　


	変更・中止・取下げの理由


	補助金申請額

（既交付決定額）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	添付書類


	□１事業実施変更計画書　□２事業予算書　□３補助金変更予定算定表

□４事業計画相談書　　　□５店舗改修費見積書
□６広告宣伝費見積書 　 □７店舗の設計図　□８店舗の位置図　□９現況写真
□10賃貸借契約書等（写） □11その他（　　　　　　　　　　）




※事業実施変更計画書及び事業予算書、並びに事業の変更内容を示す資料を添付してください。
空き店舗等活用促進事業

（様式２－２）

事業実施変更計画書
	１
	事業の目的
	

	２
	事業実施期間
	　　　年　　　月　　　日　　　～　　　　　　　年　　　月　　　日

(　　　　　年　　　月　　　日　　　～　　　　　　　年　　　月　　　日)

	３
	営業の内容
	店　名

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
業　種

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
主な取扱商品

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	４
	営業の場所
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	５
	開店予定日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日

（　　　　　　年　　　　月　　　　日）

	６
	営業時間
	時　　　　分　　　　　～　　　　時　　　　分

時　　　　分　　　　　～　　　　時　　　　分

時　　　　分　　　　　～　　　　時　　　　分

時　　　　分　　　　　～　　　　時　　　　分

	７
	定休日
	週　　　　日　（　　　　曜日）

（週　　　　 日　（　　　 　曜日））

	８
	その他
	


※変更後の内容について記載し、変更した部分については（　）内に変更前の内容をご記入ください。
空き店舗等活用促進事業

（様式２－３）

 eq \o\ad(事業予算書,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
（収入の部）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　　　　目
	金　　　　　額
	摘　　　　要

	市　補　助　金
	（　　　　　　　　　　　　　　　）
	（収入予定）

	自　己　資　金
	（　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	
	

	
	
	

	合　　　　計
	（　　　　　　　　　　　　　　　）
	


（支出の部）

	科　　　　　目
	金　　　　　額
	摘　　　　要

	店舗改修費
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	広告宣伝費
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	店舗賃借料
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	
	
	

	
	
	

	合　　　　計
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	


　※予算と決算の科目は一致するようご記入ください。（　）内には変更前の金額をご記入ください。
空き店舗等活用促進事業

（様式２－４）
補助金変更予定算定表（変更）
１　事業者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　事業者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号　　　　　　　　　　）

３　消費税対応　　□免税事業者　　□簡易課税制度適用者
　　　　　　　　　□一般事業者　⇒　消費税及び地方消費税相当額は支払予定金額から除く

４　補助対象経費総額　　　　　　　　　　　　　円　・・・①

①の内訳　

●店舗改装費　　　　　　　　　　　　

	発注先業者名
	本社の住所
	支払予定金額

	
	
	

	
	
	


●広告宣伝費　　　　　　　　　　　　

	発注先業者名
	本社または営業所の住所
	支払予定金額

	
	
	

	
	
	


●店舗賃借料　　　　　　　　　　　　

	契約相手方
（下段：不動産仲介業者名）
	契約相手方の住所
（下段：不動産仲介業者の住所）
	支払予定金額

	
	
	

	
	
	


※発注先業者は補助対象経費と認められる下記の業者名のみ記入してください。

●店舗改装費…市内に本店を有する業者　●広告宣伝費…市内に本店、支店または営業所を有する業者
●店舗賃借料…補助対象店舗に係る賃貸借契約相手方

記入内容に誤りがあった場合（例　店舗改装費の申請で業者の本店が市外だと判明した場合など）は、

補助金の交付は取り消しとなります。　　

●補助金等　　　　　　　　　　　　

	補助金等の名称
	相手方
	受領（予定）額

	
	
	


５　受領済の空き店舗等活用促進事業補助金　　　　　　　　　　　　　円　・・・②
　
※お試し出店型で空き店舗等活用促進事業補助金の交付を受けた場合は、年度を問わず計上してください。

	交付決定日
	補助事業期間
	受領額

	
	
	


６　補助金予定算定額

①　÷　２　＝　　　　　　　　　円（千円未満切り捨て）…③　

　　　　補助金予定額（③－②）　　　　　　　　　　円
※上限額　：　□２０万円　　□５０万円　

空き店舗等活用促進事業
(様式２－５)

事業計画相談書（変更）
	釧路商工会議所　記入欄
	受付印

	　　

担当者　　　　　　　　　　　
	


　

　

以下に可能な範囲でご記入願います。

1 事業内容　　　　　　　　　　　　　（記入年月日　　　　年　　月　　日）

	事業者名
	

	事業の内容
	

	事業の特色
	

	販売計画
	

	仕入計画
	

	設備計画
	

	要員計画
	


②創業時の資金計画表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）　　　　　　　　　　　　　

	必要な資金
	金額
	調達の方法
	金額

	設備資金
	1
	店舗など

(内訳)


	
	自己資金

(内訳)
	

	
	
	
	
	その他（親、兄弟、他）

(内訳)
	

	
	2
	備品など

(内訳)


	
	
	

	
	
	
	
	金融機関からの借入額

(内訳)
	

	運転資金
	
	開業に必要な商品の仕入代金・経費など


	
	
	

	合　　　計
	
	合計
	


③損益計画表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）

	
	創業当初
	備考

	
	当初
	３年後
	

	売上高①
	
	
	売上予測高

	売上原価②
	
	
	一般的には原価率

	売り上げ総利益③（①－②）
	
	
	

	経費
	人件費
	
	
	

	
	家　賃
	
	
	

	
	減価償却費
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	経費合計④
	
	
	

	利　益⑤(③－④)
	
	
	


	利　益⑤
	
	
	

	減価償却費⑥
	
	
	

	返済可能額⑦(⑤+⑥)
	
	
	

	借入金返済額⑧
	
	
	


空き店舗等活用促進事業
（様式　２－６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
釧商指令第　　　号
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　様
釧路市長　鶴　間　秀　典
補助金交付（変更・中止・取下げ）承認書
　令和　　年　　月　　日付提出された、空き店舗等活用促進事業に係る補助金（変更・中止・取下げ）承認申請書について、これを承認したので同事業補助金交付要綱第12条第３項の規定により通知します。

記
１　補助金の目的及び対象となる事業　　　空き店舗等活用促進事業

　　２　補　　助　　金　　額　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　内訳

　既交付決定額　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　変更決定額　　　　　　　　　　　　　　円
　　３　補助金は、実績報告の確認後、請求を受けた日より３０日以内に交付する。なお、請求の際には本書の写しを添付すること。

　　４　補助条件は次のとおりとする。

(1)　補助金は、目的以外に使用しないこと。

(2)　事業内容を変更しようとするときは、あらかじめ市長の承認を得ること。

(3)　事業終了後1か月以内又は当該年度の末日のいずれか早い日までに、収支決算書、事業実績報告書そ
の他必要な書類を作成し、市長あて提出すること。

(4)　当該補助金を含む消費税及び地方消費税の確定申告において、補助事業者が免税事業者または簡易課税制度適用者から一般事業者となった場合は、速やかに市長に報告するとともに補助対象経費に含む消費税及び地方消費税に補助率を乗じて得た金額を返還するものとする。
(5)　補助事業の執行を中止し、又は廃止しようとする時はあらかじめ市長の承認を受けること。

(6)　補助条件に違反したとき若しくは不正な行為がなされたときは、補助金交付の決定を取り消し、若しくは補助決定額を減じ、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させるものとする。また、釧路市暴力団排除条例の規定に基づき暴力団、暴力団員又は暴力団関係者である場合、若しくは暴力団の活動に利用されると認められるときについても同様の取扱いとする。

　　５　前項第６号の規定により処分するときは、その理由を明示した書面を交付するものとする。

　　６　補助を受けた者は、補助事業に関する書類、帳簿等を備え、当該補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。

７　補助を受けた者であって、別に指定するものは、釧路市情報公開条例（平成１７年釧路市条例第２４号）第２４条の規定に基づき、経営状況を説明する文書その他の情報の公開に努めるとともに、市の求めに応じてその保有する文書を提出するものとする。
（産業振興部 商業労政課 商業労政担当）
